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代 表 者 役職名 取締役社長

氏 名 塚 本 能 交
問合せ先責任者 役職名 執行役員経営管理部長

氏 名 松 田 伸 TEL (075)682-1010

中間決算取締役会開催日 平成１４年１１月１４日
米国会計基準の採用の有無 有

１．１４年９月中間期の連結業績（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日）
（１）連結経営成績 (注) 表示金額は百万円未満の端数を四捨五入しております。

売 上 高 営 業 利 益 税引前中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
14年9月中間期 ８７，１１７ 2.0 ８，０１３ 8.4 ６，８０３ △ 13.6
13年9月中間期 ８５，３７４ 2.2 ７，３９３ △ 4.8 ７，８７２ △ 44.9

1 4 年 3 月 期 １６２，８２９ 0.5 ７，１８６ △ 25.3 ７，６１３ △ 62.2

１ 株 当 た り 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 中間 (当期 )純利益 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

14年9月中間期 ４，０９９ △ 14.9 ２７ ４９
13年9月中間期 ４，８１５ △ 35.7 ３１ ９２

1 4 年 3 月 期 ４，９８３ △ 54.2 ３３ ２２

（注）① 持分法投資損益 14年9月中間期 452 百万円 13年9月中間期 639 百万円 14年3月期 1,148 百万円
② 期中平均株式数(連結) 14年9月中間期 149,107,579株 13年9月中間期 150,854,390株 14年3月期 149,985,724株
③ 会計処理の方法の変更 無
④ 売上高、営業利益、税引前中間(当期)純利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は対前年中間期増減率

（２）連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
14年9月中間期 ２２５，８９２ １６９，９４８ ７５．２ １，１３９ ８３
13年9月中間期 ２２６，９４０ １７０，６２９ ７５．２ １，１４４ ２６

1 4 年 3 月 期 ２２３，９８５ １６８，２０５ ７５．１ １，１２８ ０５

（注）期末発行済株式数(連結) 14年9月中間期 149,099,380株 13年9月中間期 149,116,685株 14年3月期 149,111,694株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
14年9月中間期 ５，５２７ △ ３，９６５ △ ２，１８６ ３４，５９８
13年9月中間期 ４，４０７ △ ５，８０９ △ ５，０１９ ３４，８６９

1 4 年 3 月 期 ８，６５３ △ ９，４１２ △ ５，４７２ ３５，３８１

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 ３５社 持分法適用非連結子会社数 なし 持分法適用関連会社数 ６社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 （新規）１社 （除外）なし 持分法 （新規）１社 （除外）なし

２．１５年３月期の連結業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

売 上 高 営 業 利 益 税引前当期純利益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円 百万円
通 期 １６６，０００ ８，５００ ７，２００ ４，２００

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） ２８円１７銭

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々
な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料６ページをご参照下さい。
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Ⅰ．企業集団の状況

当社の企業集団は、株式会社ワコール（当社）及び子会社３５社、関連会社６社で構成され、インナーウ
ェア（主に婦人のファンデーション、ランジェリー、ナイトウェア及びリトルインナー）、アウターウェア、
スポーツウェア、その他の繊維製品及び関連製品の製造、卸売販売及び一部製品の消費者への直接販売を主
な事業としており、更にその他の事業として、ハウジング・飲食・文化・サービス及び店舗内装工事等の事
業を展開しております。
当社グループの事業に関わる位置づけ、及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。

事 営 業 区 分 主 要 な 会 社業 区 分

製品及び 製造販売会社 国内 当社、㈱スタディオファイブ、㈱ポイントアップ繊維
関連 （計 3社）製品

海外 WACOAL AMERICA INC. 、
北京華歌爾服装有限公司、㈱新栄ワコール(韓国)、
台湾華歌爾股份有限公司、廣東華歌爾時装有限公司、
THAI WACOAL PUBLIC CO.,LTD.
3社 （計 9社）他

販 売 会 社 国内 ㈱インティメートガーデン、㈱ウンナナクール
（計 3社）他 1社

WACOAL SINGAPORE PRIVATE LTD.、海外
WACOAL HONG KONG CO.,LTD.、
WACOAL FRANCE S.A.、
WACOAL (UK) LTD.
他 2社 （計 6社）

縫 製 会 社 国内 長崎ワコール縫製㈱、東海ワコール縫製㈱、
新潟ワコール縫製㈱、㈱トリーカ
他 5社 （計 9社）

海外 SARADONA MFG CORP.（ドミニカ共和国）
他 1社 （計 2社）

海外 WACOAL INTERNATIONAL HONG KONG CO.,LTD.材料調達会社
（計 1社）

そ の 他 文化事業 内 当社、 ㈱ワコールアートセンター国
サ （計 2社）ービス会社

その他の 国内 当社、㈱七彩、和江㈱、ワコールサービス㈱、
事業会社 ㈱キスコ、㈱ワコールキャリアサービス、

(計 7社）ワコール流通㈱

海外 WACOAL INTERNATIONAL CORP.(米国)、
公司(台湾) （計 2社）和江留投資股份有限

以上の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。
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販 売 消 費 者 販 売

取 引 先

国 内 海 外

（縫 製 会 社 ９社） （北 米 地 区）

長 崎 ワ コ ー ル 縫 製 ㈱ 原材料の供給 投 資 会 社 １社）
WACOAL INTERNATIONAL

東 海 ワ コ ー ル 縫 製 ㈱ CORP. （米国）

新 潟 ワ コ ー ル 縫 製 ㈱ 半製品の供給 株
原材料の供給

㈱ ト リ ー カ （製造・販売会社 １社）
WACOAL AMERICA INC. （米国）

他５社
原材料の供給

式 製品の供給

（販 売 会 社 ３社） （縫 製 会 社 ２社）
製 品の 供給 SARADONA MFG CORP.

㈱ インティメートガーデン （ドミニカ共和国）
他１社

㈱ ウ ン ナ ナ ク ー ル 会 製 品の 供給

他１社 （販 売 会 社 １社）
WACOAL SPORTS

SCIENCE CORP. （米国）

社
製 品 の供 給 製品 の供 給

（欧 州 地 区）

（販 売 会 社 ２社）
ワ WACOAL FRANCE S.A.（フランス）

WACOAL (UK) LTD. （イギリス）
製品 の供 給

（製造・販売会社 ２社） コ
（ア ジ ア 地 区）

㈱スタディオファイブ
（投 資 会 社 １社）

㈱ ポ イ ン ト ア ッ プ 和江留投資股 有限公司（台湾）份

｜
（販 売 会 社 ３社）
WACOAL SINGAPORE
PRIVATE LTD. （シンガポール）

（文化事業サービス会社 １社） 運営管理サー 製品 の供 給 WACOAL HONG KONG
ビ スの 提供 CO.,LTD. （香港）

㈱ワコールアートセンター ル 他１社

製品の供給

原材料の供給 （製造・販売会社 ８社）
廣東華歌爾時装有限公司（中国）

（その他の事業会社 ６社） 北京華歌爾服装有限公司（中国）

（

当 ㈱新栄ワコール （韓国）
㈱ 七 彩 半製品の供給 台湾華歌爾股 有限公司（台湾）份

社 THAI WACOAL PUBLIC
和 江 ㈱ CO.,LTD. （タイ）

）

ワ コ ー ル サ ー ビ ス ㈱ 販 売 什 器 の 提 供 他３社
及び業務サービス等

㈱ キ ス コ 材料の供給

㈱ワコールキャリアサービス （材料調達会社 １社）
WACOAL INTERNATIONAL

ワ コ ー ル 流 通 ㈱ HONG KONG CO.,LTD. （香港）
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Ⅱ．経営方針Ⅱ．経営方針Ⅱ．経営方針Ⅱ．経営方針 
 
当社グループは『女性共感企業』として、女性の美しい生き方を支援する企業を目指しています。 
事業領域としては、「こころ」と「からだ」を総称して「ボディ」と捉え、すべての女性一人ひとりの「心身の 
個性美表現」を支援する事業、「ボディデザイニングビジネス」(The Body Designing Business)を積極的に展開 
します。 
具体的事業計画としては昨年よりスタートした中期計画に基づき、次の施策を推進中です。 
 
１．既存事業の再編成 

①インティメート事業領域のブランド再編成 
コーポレートブランドの差別化と競争力向上のため、インナーウェアブランド体系の整理を行な

い、それぞれの展開に適した組織体制の整備と売場開発を進める。 
②ウェルネス事業領域への参入 

健康志向が高まり「健康」や「快適」をキーワードにしたサービスや商品が多くの消費者の支持

を集めている中、「スポーツ＆コンディショニング」「ウォーキングサイエンス」「セラピー＆

リラクシング」等をテーマとしたライフスタイル提案型ビジネスを展開する。 
２．新規事業開発 

①ＳＰＡ（製造小売）、インターネット通販及びカタログ通販 
衣料品市場の構造的な変化に対応するため、新しい顧客との接点開発を積極的に進める。特にＳ

ＰＡについて店舗の積極的拡大を進める。 
②グッドエイジ事業展開 

高齢社会における新たなマーケットニーズに対応する商品群の開発と販路開拓を進める。 
３．新付加価値の編集 

①「デューブルベ」を核としたサロン業態の展開 
セミオーダーブラジャー「デューブルベ」を核に、ＣＲＭ（カスタマー・リレーションシップ・

マネジメント）の展開拡充を図る。 
②知的ＯＥＭ事業の展開 

当社グループのコアコンピタンスを活かしたアライアンス事業や付加価値編集型のＯＥＭ事業に

取り組む。 
４．構造改革の推進 

「スピード」と「コスト」をキーワードに、企画設計、材料調達、生産、マーチャンダイジング、

物流の構造改革に取り組む。 
５．グローバルな事業活動の展開 

①中国事業の積極的拡大 
  中国市場の基盤作りに向け、中国国内販売拠点の強化・拡大を図る。 

②香港をネットワークの中核とするグローバルな企画、調達、生産の体制・機能の整備を進める。 
 
配当政策につきましては、安定した経営基盤の確保のため財務体質の強化を図りつつ、配当性向を勘案しながら

安定的な配当の継続に努めます。 
また、株式の価値の向上と株主の皆様への利益還元の一環として、前期、前々期に自己株式の取得及び利益によ

る消却を合わせて５００万株実施いたしましたが、株主価値の向上につきましては、今後も様々な観点から対応を

検討していきます。 
 
内部留保金につきましては、生産から物流、販売に至る一貫体制の構築や情報システムの整備、既存売場の整備

やＳＰＡによる新しい売場開発などに積極的に投資していきます。これらの投資による将来の収益向上を通じて、

株主の皆様への還元を図らせていただきたいと考えています。 
 
目標とする経営指標としましては、ＲＯＥ（株主資本利益率）６％以上の達成を当面の目標に掲げています。併

せて、営業利益率９％以上の達成についても同様の目標とし、積極的な利益の追求と、コストダウンや経費の抑制

に取り組むとともに、株主資本の効率的な運用に努めています。 
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経営管理組織の整備としましては、当期より執行役員制を導入し、迅速で適切な意思決定と経営の責任と権限の

明確化を目指しています。また経営内容の透明性を高めるため、ＩＲ活動を充実し、株主、投資家の皆様への積極

的な情報開示に努めています。 
さらに企業活動のあらゆる側面を企業倫理の観点から見直し、ビジネスの公正さを維持し、経営品質をバランス

良く向上させるため、「企業倫理・ワコールの行動指針」を作成し、新たに発足した企業倫理実践委員会による研

修会などを通じ企業倫理の啓発、浸透及び定着を図っています。 
 
当社グループは、投資家による自社株式の長期安定的な保有を促進するとともに、投資家層の拡大を図ることが

重要であり、このためには個人投資家を想定した投資単位の引き下げは有用な施策であると認識しています。今

後、株式市場の趨勢などを勘案するとともに、これに要する費用と効果などを慎重に検討した上で必要があると認

められた場合には積極的に対処していきたいと考えています。 
 
 
  

Ⅲ．経営成績及び財政状態Ⅲ．経営成績及び財政状態Ⅲ．経営成績及び財政状態Ⅲ．経営成績及び財政状態 
 
 
（１）経営成績 
 
当中間期の業績全般の概況 

 
当中間期の日本経済は、輸出の増加とこれに合わせた生産の増加傾向といった緩やかな景気回復の兆しが見られ

ましたが、国内需要の低迷や株価の下落など依然として厳しい状況にあります。海外におきましても、回復の兆し

を見せていた米国経済が、企業会計の不信に端を発する株価の下落とこれに伴う逆資産効果によって個人消費が抑

制され、景気への悪影響が懸念されます。アジア地域は全般的に安定的に推移しています。 
 
こうした中にありまして、当社グループは、商品力の向上を図るとともに、中期計画に掲げた基本施策に基づく

積極的な事業展開に努めてまいりました。ワコールブランドにおきましては、夏のキャンペーン商品「Ｔシャツブ

ラＮＡＭＩ ･ ＮＡＭＩ（ナミ・ナミ）」が斬新なデザインと新開発のフリーカッティング素材による新機能が好評

を得、計画を上回る数量を達成しました。また、７月から販売開始した秋キャンペーン商品「シャキッとブラ」も

大変好調な滑り出しとなりました。この製品はワコールの研究開発の成果を発揮して設計された、胸の骨格をサポ

ートして姿勢を整えるという“ボーンコントロール”機能を持つ新しい発想のブラジャーで、ワコールならではの

高付加価値商品として注目されています。 
業態別には、百貨店におきましては高級化路線に対応したブランド「パルファージュ」が好調に推移しました。

チェーンストアにおきましてはウイングブランドの高感度商品「レシアージュ」が好評を得ました。専門店ではチ

ャネル対応ブランドの「サルート」の商品力強化と販売促進策の強化を図りましたが、専門店を取り巻く厳しい環

境の中で伸び悩みました。 
その他の商品群では、ミセス、マチュア世代を対象としたインナーウェア「ラヴィエゼ」「グラッピー」が引き

続き好調に推移しました。また昨冬大変好評であった「あったか研究所」に引き続く春夏シーズン対応の肌着シリ

ーズ「さわやか研究所」が好評を得ました。 
インナーウェア以外では、スポーツ関連製品の「ＣＷ－Ｘ（シーダブリューエックス）」とレッグファッション

の「シェイプアップカルソン」が伸長しました。 
 
ＳＰＡ事業については、 9月に今後展開していく主力ブランドについての展示会を開催し、全国の主要ディベロ

ッパーに対しブランドコンセプト、出店立地、ショップ展開プランなどのプレゼンテーションを行ない、引き続き

積極的な新規出店に向け取り組んでいます。 
また 8月には、株式会社ワールドとの合弁会社「株式会社ダブルジェイ」を設立しました。当社の有するインナ

ーウェアの商品開発力とワールドの持つ優れたＳＰＡ展開力を融合させ、新たな直営事業を立ちあげる計画です。 
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海外事業に関しましては、アジアの関係会社については総じて堅調に推移しました。米国市場におきましても高

級品市場では主力の「ワコール」ブランド、中級品市場では「ＤＫＮＹ」ブランドが順調に推移しています。 
これらの結果、当中間期の売上高は８７１億１７百万円で，前年同期に比し２％の増加となりました。 
 
利益面では、前期より取り組む物流業務の改革や原材料、加工賃関連のコストダウンといった構造改革の成果が 

一部現れ始め、粗利益率が改善しました。また弾力的な定年制度として施行するフレックス定年制の運用拡大によ

る一時費用を販管費に計上しました。これらの結果、当中間期の営業利益は８０億１３百万円で、前年同期に比し

８．４％の増加となりました。一方、税引前中間純利益は、金融機関をはじめ当社が保有する投資有価証券の評価

損を計上したことにより６８億３百万円で、前年同期に比し１３．６％の減少、中間純利益は４０億９９百万円

で、前年同期に比し１４．９％の減少となりました。 
事業の種類別売上は、「繊維製品及び関連製品」の当中間期売上高が７９４億５９百万円で前年同期に比し  
１．６％の増加、「その他」は７６億５８百万円で前年同期に比し６．８％の増加となりました。 
所在地別売上は、「日本」が７６９億６３百万円でグループ全体の売上の８８．３％を占め、「アジア」が３．２％、

「欧米」が８．４％を占めました。 
 
 
通期の見通し 

 
今後の経済情勢につきましては、国内景気の回復が鈍化していることに加え、イラク情勢など国際政治の不安定

感や米国景気の悪化懸念など様々な厳しい要因があり、国内外ともに景気の先行き不透明感が高まっています。こ

うした状況の中で消費者心理の冷え込みによる個人消費の萎縮が懸念されます。 
国内女性ファッション衣料業界におきましても、主要販売チャネルである百貨店、チェーンストアの衣料品関連

の売上が依然低調な状況が続くことが予想されます。 
こうした状況において当社グループでは、各世代の消費者に支持される商品の開発に一層努めるとともに、引き

続き中期計画の達成に向け積極的に取り組んでいきます。 
通期の見通しとしましては、売上高１，６６０億円、営業利益８５億円、税引前当期純利益７２億円、当期純利

益４２億円を目標としています。 
なお当期の配当については、当初の予定通り、１株当たり１３円５０銭の配当金とさせていただきたいと存じま

す。 
 
（２）財政状態 
 
当中間期のキャッシュ・フローの状況 
当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比し１１億２０百万円増加し、５５億２７百万円

となりました。 
投資活動によるキャッシュ・フローは、預金を短期債券による運用にシフトしたことなどにより３９億６５百万

円の支出となりました。 
財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間期は自己株式の取得を実施しましたが、当中間期には自己株式の

取得は行なっていないため、支出額は前年同期の５０億１９百万円に対し、２１億８６百万円となりました。 
これらの合計に現金及び現金同等物の換算差額を控除した現金及び現金同等物の当中間期末残高は、前期末に比

べ７億８３百万円減少し、３４５億９８百万円となりました。 
また、営業活動によるキャッシュ・フローから設備投資額を差し引いたフリー・キャッシュ・フローは、４４億

４４百万円となりました。 
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Ⅳ－１．中間連結貸借対照表Ⅳ－１．中間連結貸借対照表Ⅳ－１．中間連結貸借対照表Ⅳ－１．中間連結貸借対照表

当中間期 前中間期 前 期
科 目

平成14年9月30日現在 平成13年9月30日現在 平成14年3月31日現在

（ 資 産 の 部 ） 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 １０，４１４ ８，８１５ １０，６５６
定 期 預 金 ２４，１８４ ２６，０５４ ２４，７２５
有 価 証 券 ４３，４５１ ３８，４８７ ４０，２０３
売 掛 債 権
受 取 手 形 ２，０７６ ２，１５６ ２，２０６
売 掛 金 ２３，６４４ ２５，４６９ ２１，５３７

２５，７２０ ２７，６２５ ２３，７４３
返 品 調 整 引 当 金
及 び 貸 倒 引 当 金 △ ３，２５６ △ ３，５６８ △ ２，９６５

２２，４６４ ２４，０５７ ２０，７７８

た な 卸 資 産 ２２，７２９ ２４，９５０ ２４，８９９
繰 延 税 金 資 産 ４，８４９ ４，６６６ ４，６０４
そ の 他 の 流 動 資 産 １，７１８ １，７６９ １，５２５

流 動 資 産 計 １２９，８０９ １２８，７９８ １２７，３９０

有形 固定資産

土 地 ２３，８８７ ２５，３１８ ２４，６４９
建 物 及 び 構 築 物 ５５，４１４ ５５，４６８ ５５，７８６
機 械 装 置 及 び
工 具 器 具 備 品 等 １２，０５８ １１，７９０ １２，３１４
建 設 仮 勘 定 ３２４ ― １８７

９１，６８３ ９２，５７６ ９２，９３６

減 価 償 却 累 計 額 △３５，９１８ △３４，２１９ △３５，６４５

有 形 固 定 資 産 計 ５５，７６５ ５８，３５７ ５７，２９１

その 他の資産

関 連 会 社 投 資 １０，５８４ ９，２９５ １０，２４７
投 資 ２２，７７７ ２４，０２１ ２２，５０９
敷 金 及 び そ の 他 ６，９５７ ６，４６９ ６，５４８

そ の 他 の 資 産 計 ４０，３１８ ３９，７８５ ３９，３０４

資 産 合 計 ２２５，８９２ ２２６，９４０ ２２３，９８５
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当中間期 前中間期 前 期
科 目

平成14年9月30日現在 平成13年9月30日現在 平成14年3月31日現在

（負債、少数株主持分及び資本の部） 百万円 百万円 百万円

流 動 負 債

短 期 借 入 金 ７，１０９ ７，７２０ ７，３９７
買 掛 債 務
支 払 手 形 ２，８７２ ７，３２２ ６，０６１
買 掛 金 ９，２５４ ６，２７４ ８，１４７

１２，１２６ １３，５９６ １４，２０８

未 払 給 料 及 び 賞 与 ７，０１４ ７，７５７ ７，４８４
未 払 法 人 税 等 ４，５３６ ４，０８２ ２，０９６
そ の 他 の 流 動 負 債 ５，５１９ ６，２１８ ５，７４７
一 年 以 内 返 済 予 定

長 期 債 務 ２０８ ５１０ １６３

流 動 負 債 計 ３６，５１２ ３９，８８３ ３７，０９５

固 定 負 債

長 期 債 務 １，２９０ ９００ １，２３５
退 職 給 付 引 当 金 １４，０６８ ７，３７４ １２，３３４
繰 延 税 金 負 債 ２，３０３ ６，３２０ ３，３４６

固 定 負 債 計 １７，６６１ １４，５９４ １６，９１５

少数株主持分 １，７７１ １，８３４ １，７７０

資 本

資 本 金 １３，２６０ １３，２６０ １３，２６０
資 本 剰 余 金 ２５，２４２ ２５，２４２ ２５，２４２
利 益 剰 余 金 １３４，９７７ １３２，７２３ １３２，８９１
その他の包括利益

累 計 額
為 替 換 算 調 整 額 △ １，６８７ △ １，６９７ △ ９３７
未実現有価証券評価益 １，１５８ １，１０１ １９９
追 加 最 小 年 金 債 務 △ ２，９８５ ― △ ２，４４５

自 己 株 式 △ １７ △ ０ △ ５

資 本 計 １６９，９４８ １７０，６２９ １６８，２０５

負債、少数株主持分及び資本合計 ２２５，８９２ ２２６，９４０ ２２３，９８５
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Ⅳ ２．中間連結損益計算書Ⅳ ２．中間連結損益計算書Ⅳ ２．中間連結損益計算書Ⅳ ２．中間連結損益計算書－－－－

当中間期 前中間期 前 期
科 目 自平成14年4月 1日 自平成13年4月 1日 自平成13年4月 1日

至平成14年9月30日 至平成13年9月30日 至平成14年3月31日

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
売 上 高 ８７，１１７ 100.0 ８５，３７４ 100.0 １６２，８２９ 100.0

営 業 費 用
売 上 原 価 ４４，４０３ 51.0 ４４，３０６ 51.9 ８６，５６７ 53.2
販 売 費 及 び

一 般 管 理 費 ３４，７０１ 39.8 ３３，６７５ 39.4 ６９，０７６ 42.4

営 業 費 用 計 ７９，１０４ 90.8 ７７，９８１ 91.3 １５５，６４３ 95.6

営 業 利 益 ８，０１３ 9.2 ７，３９３ 8.7 ７，１８６ 4.4

その他の収益・費用(△)
受 取 利 息 １５１ 0.2 １８８ 0.2 ３５６ 0.2
支 払 利 息 △ ９１ △0.1 △ １３６ △0.2 △ ２３９ △0.1
受 取 配 当 １２９ 0.2 １２５ 0.2 ２０１ 0.1
投資有価証券売却 １ 0.0 ５４４ 0.6 ５０２ 0.3及び交換益
投資有価証券評価損 △ １，４３７ △1.7 △ ２２０ △0.3 △ ５０７ △0.3
そ の 他 損 益 ( 純 額 ) ３７ 0.0 △ ２２ △0.0 １１４ 0.1

その他の収益・費用計 △ １，２１０ △1.4 ４７９ 0.5 ４２７ 0.3

税 金 等 調 整 前
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ６，８０３ 7.8 ７，８７２ 9.2 7 ，６１３ 4.7

法 人 税 等
当 期 税 額 ４，５３８ 5.2 ３，８２５ 4.5 ４，４０５ 2.7
繰 延 税 額 △ １，５７２ △1.8 △ ２５７ △0.3 △ ６２０ △0.4

法 人 税 等 計 ２，９６６ 3.4 ３，５６８ 4.2 ３，７８５ 2.3

持 分 法 投 資 利 益
及び少数株主持分利益調整前 ３，８３７ 4.4 ４，３０４ 5.0 ３，８２８ 2.4
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

持 分 法 投 資 利 益 ４５２ 0.5 ６３９ 0.8 １，１４８ 0.7

少 数 株 主 持 分 利 益 △ １９０ △0.2 △ １２８ △0.2 ７ 0.0

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ４，０９９ 4.7 ４，８１５ 5.6 ４，９８３ 3.1

注．米国財務会計基準書第１３０号「包括利益の報告」を適用しており、同基準書に基づく当中間期及び前中間期の
資本取引以外の資本勘定の増減（包括利益）は、それぞれ３，７６８百万円及び２，４８５百万円の増加となっ
ております。
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Ⅳ ３．中間連結利益剰余金計算書Ⅳ ３．中間連結利益剰余金計算書Ⅳ ３．中間連結利益剰余金計算書Ⅳ ３．中間連結利益剰余金計算書－－－－

当中間期 前中間期 前 期
科 目 自平成14年4月 1日 自平成13年4月 1日 自平成13年4月 1日

至平成14年9月30日 至平成13年9月30日 至平成14年3月31日

百万円 百万円 百万円

利 益 剰 余 金

期 首 残 高 １３２，８９１ １３２，３２２ １３２，３２２

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ４，０９９ ４，８１５ ４，９８３

現 金 配 当 △ ２，０１３ △ ２，０４０ △ ２，０４０

自 己 株 式 消 却 額 △ ２，３７４ △ ２，３７４

中間期末（期末）残高 １３４，９７７ １３２，７２３ １３２，８９１

１株当たり中間(当期)純利益 ２７ 円 ４９ 銭 ３１ 円 ９２ 銭 ３３ 円 ２２ 銭
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Ⅳ ４．中間連結キャッシュ・フロー計算書Ⅳ ４．中間連結キャッシュ・フロー計算書Ⅳ ４．中間連結キャッシュ・フロー計算書Ⅳ ４．中間連結キャッシュ・フロー計算書－－－－

当中間期 前中間期 前 期
科 目

自平成14年4月 1日 自平成13年4月 1日 自平成13年4月 1日
至平成14年9月30日 至平成13年9月30日 至平成14年3月31日

百万円 百万円 百万円
Ⅰ.営業活動によるキャッシュ・フロー

１．中間（当期）純利益 ４，０９９ ４，８１５ ４，９８３
２．営業活動による

キャッシュ・フローへの調整
(1)減価償却費 １，５０４ １，５１８ ３，５３３
(2)繰延税金 △ １，５７２ △ ２５７ △ ６２０
(3)固定資産除売却損益 △ ２７２ ３６ ７４０
(4)投資有価証券評価損 １，４３７ ２２０ ５０７
(5)投資有価証券売却及び交換益 △ １ △ ５４４ △ ５０２
(6)持分法投資利益 △ １４８ △ ３４８ △ １，０２８
(7)資産及び負債の増減

売掛債権の減少（△増加） △ ２，２４０ △ ２，６８６ １，３０６
たな卸資産の減少 １，７８５ ９５６ １，２６２
その他の流動資産の減少 ４４５ １，２３４ ３９５
買掛債務の減少 △ ２，６６５ △ ２，７６５ △ ２，０４９
退職給付引当金の増加 ８０１ ６６４ １，４００
未払費用及びその他の

流動負債の増加（△減少） ２，０１０ ９８６ △ １，２９３
(8)その他 ３４４ ５７８ １９

営業活動によるキャッシュ・フロー ５，５２７ ４，４０７ ８，６５３

Ⅱ.投資活動によるキャッシュ・フロー

１．有価証券の売却及び償還収入 ２５，３２９ １０，１９９ ２９，２４８
２．有価証券の取得 △ ２８，４５８ △ １４，１０７ △ ３５，１４８
３．有形固定資産の売却収入 ９３９ ６ １１５
４．投資の売却及び償還収入 ― １５ ６５
５．有形固定資産の取得 △ １，０８３ △ １，３７６ △ ２，４８４
６．投資の取得 △ ３５８ △ ６２８ △ ８９５
７．その他の資産の減少（△増加） △ ３３４ ８２ △ ３１３

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３，９６５ △ ５，８０９ △ ９，４１２

Ⅲ.財務活動によるキャッシュ・フロー

１．短期借入金の減少 △ １３１ △ ５７８ △ １，０１８
２．長期債務の減少 △ ３７ △ ８８ △ ５５６
３．長期債務の増加 ７ ６１ ５２１
４．自己株式の取得 △ １２ △ ２，３７４ △ ２，３７９
５．現金配当 △ ２，０１３ △ ２，０４０ △ ２，０４０

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ２，１８６ △ ５，０１９ △ ５，４７２

Ⅳ.現金及び現金同等物に係る換算差額 △ １５９ ９４ ４１６

Ⅴ.現金及び現金同等物の減少額 △ ７８３ △ ６，３２７ △ ５，８１５

Ⅵ.現金及び現金同等物の期首残高 ３５，３８１ ４１，１９６ ４１，１９６

Ⅶ.現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ３４，５９８ ３４，８６９ ３５，３８１

補足情報

現 金 支 払 額
利 息 ８２ １４１ ２３１
法 人 税 等 ２，０９８ ２，８３６ ５，４０２

現金支出を伴わない投資活動
株 式 交 換 ― １，９２７ １，９２７
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Ⅳ－５．中間連結財務諸表作成の基本となる事項Ⅳ－５．中間連結財務諸表作成の基本となる事項Ⅳ－５．中間連結財務諸表作成の基本となる事項Ⅳ－５．中間連結財務諸表作成の基本となる事項

１．連結範囲及び持分法の適用に関する事項

主要連結子会社 ㈱スタディオファイブ、㈱ポイントアップ、長崎ワコール縫製㈱、㈱トリーカ、㈱七彩、
WACOAL INTERNATIONAL CORP.、WACOAL AMERICA INC.、WACOAL FRANCE S.A.、
WACOAL HONG KONG CO.,LTD.、和江留投資股 有限公司、北京華歌爾服装有限公司份

主要関連会社 ㈱新栄ワコール、台湾華歌爾股 有限公司、THAI WACOAL PUBLIC CO.,LTD.份

２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連 結（新規） WACOAL SPORTS SCIENCE CORP.
持分法（新規） ㈱ダブルジェイ

３．中間連結財務諸表の作成基準

米国預託証券（ＡＤＲ）の発行に関して要請された、米国において一般に認められた会計基準による
用語・様式及び作成方法（以下「米国会計基準」という）に準拠して作成しております。なお、米国
における会計に関する諸法令としては、証券取引委員会（ＳＥＣ）の届出及び報告書に関する様式規
則（規則Ｓ－Ｘ）、会計連続通牒等があり、一般に認められた会計基準としては、財務会計基準審議
会（ＦＡＳＢ）の基準書、会計原則審議会（ＡＰＢ)の意見書、会計手続委員会の会計調査公報（ＡＲ
Ｂ）等があります。従って「中間連結財務諸表作成基準」及び「中間連結財務諸表規則」に準拠して
作成する場合とはその内容が異なっております。但し、セグメント情報は、「中間連結財務諸表規則」
に基づいて作成しております。

４．重要な会計方針

（１）たな卸資産の評価基準
製品・商品及び仕掛品については主として総平均法、原材料については先入先出法により、いずれも
低価法で評価しております。

（２）有形固定資産の評価基準及び減価償却の方法
有形固定資産は取得原価で評価しております。減価償却費はその資産の見積耐用年数（資産計上され
たリース資産については、そのリース期間）をもとに主として定率法で算出しております。

（３）市場性のある有価証券及び投資有価証券の評価基準
ＦＡＳＢ基準書第115号の規定に準拠して、市場性のある有価証券及び投資有価証券を「売却可能有価
証券」に分類し、公正価額により評価しております。なお、未実現評価損益は、税効果調整後の金額
で資本の部のその他の包括利益累計額に区分表示しております。

（４）退職給付引当金
ＦＡＳＢ基準書第87号の規定に準拠して計上しております。

（５）リース取引
ＦＡＳＢ基準書第13号の規定に準拠して、キャピタルリースについてはリース物件の公正価額で資産計
上し、それに対応する未払債務を計上しております。

（６）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

（７）中間連結キャッシュ・フロー計算書
中間連結キャッシュ・フロー計算書の作成にあたり、３ヶ月以内の定期預金及び譲渡性預金は資金（現
金及び現金同等物）に含めております。
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（注記事項）

（単位：百万円）１．有価証券の時価等

当中間期 前中間期 前 期
平成14年9月30日現在 平成13年9月30日現在 平成14年3月31日現在

総未実 総未実 公 正 取 得 総未実 総未実 公 正 取 得 総未実 総未実 公 正取 得
現利益 現損失 価 額 原 価 現利益 現損失 価 額 原 価 現利益 現損失 価 額原 価

有価証券
2,824 2 1 2,825 － － － － 299 1 0 300国 債
17,976 36 58 17,954 9,642 46 10 9,678 20,483 42 26 20,499社 債
19,528 40 12 19,556 16,797 109 55 16,851 17,641 18 140 17,519金 融 債
3,093 37 14 3,116 11,947 17 6 11,958 1,897 1 13 1,885投資信託

43,421 115 85 43,451 38,386 172 71 38,487 40,320 62 179 40,203計

投 資
17,425 5,871 931 22,365 18,742 6,356 1,505 23,593 18,639 5,676 2,234 22,081株 式

17,425 5,871 931 22,365 18,742 6,356 1,505 23,593 18,639 5,676 2,234 22,081計

２．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益

外国為替及び金利の変動リスクに備える目的で、金融派生商品として、先物予約契約及び金利スワップ契約を用いて

おります。

（１）市場取引以外の取引として為替予約取引（ドル買円売）がありますが、当中間期末、前中間期末及び前期末にお

いては、当該為替予約残高はありません。

（２）資金運用における利回り向上及び金利の変動によって発生する借入債務にかかる損失を軽減する為に、金利スワ

ップ契約を締結しておりますが、当中間期末、前中間期末及び前期末においては、評価損益及び契約額がいずれ

も少額であり重要性に乏しい為、記載を省略しております。
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Ⅴ．セグメント情報Ⅴ．セグメント情報Ⅴ．セグメント情報Ⅴ．セグメント情報

（１）事業の種類別セグメント情報

当中間期（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） （単位：百万円）

繊維製品及 消去又は
び関連製品 その他 計 全社 連 結

売 上 高
79,459 7,658 87,117 87,117(1)外部顧客に対する売上高

3,654 3,654 △ 3,654(2)セグメント間の内部売上高

79,459 11,312 90,771 △ 3,654 87,117計

70,666 11,268 81,934 △ 2,830 79,104営 業 費 用

8,793 44 8,837 △ 824 8,013営 業 利 益

前中間期（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日） （単位：百万円）

繊維製品及 消去又は
び関連製品 その他 計 全社 連 結

売 上 高
78,205 7,169 85,374 85,374(1)外部顧客に対する売上高

3,690 3,690 △ 3,690(2)セグメント間の内部売上高

78,205 10,859 89,064 △ 3,690 85,374計

69,709 11,204 80,913 △ 2,932 77,981営 業 費 用

8,496 △ 345 8,151 △ 758 7,393営業利益（△損失）

前期（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） （単位：百万円）

繊維製品及 消去又は
び関連製品 その他 計 全社 連 結

売 上 高
146,438 16,391 162,829 162,829(1)外部顧客に対する売上高

7,324 7,324 △ 7,324(2)セグメント間の内部売上高

146,438 23,715 170,153 △ 7,324 162,829計

136,878 24,865 161,743 △ 6,100 155,643営 業 費 用

9,560 △ 1,150 8,410 △ 1,224 7,186営業利益（△損失）

（注）１．セグメント情報は、「中間連結財務諸表規則」に基づいて作成しております。
２．事業区分は、製品をその種類・性質・販売市場の類似性により、繊維製品及び関連製品と

その他に区分しております。
３．各事業の主な製品

繊維製品及び関連製品・・・ｲﾝﾅｰｳｪｱ(ﾌｧﾝﾃﾞｰｼｮﾝ､ﾗﾝｼﾞｪﾘｰ､ﾅｲﾄｳｪｱ､ﾘﾄﾙｲﾝﾅｰ)、ｱｳﾀｰｳｪｱ、
ｽﾎﾟｰﾂｳｪｱ、ﾚｯｸﾞﾆｯﾄ等

その他 ・・・ﾏﾈｷﾝ人形、店舗設計・施工、ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ、飲食・文化・ｻｰﾋﾞｽ他
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（２）所在地別セグメント情報

当中間期（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） （単位：百万円）

消去又は
日 本 アジア 欧 米 計 連 結

全社

Ⅰ．売 上 高
(1)外部顧客に対する売上高 76,963 2,813 7,341 87,117 87,117

(2)セグメント間の内部売上高 273 1,341 1,614 △ 1,614

計 77,236 4,154 7,341 88,731 △ 1,614 87,117

営 業 費 用 69,965 3,617 6,312 79,894 △ 790 79,104

営 業 利 益 7,271 537 1,029 8,837 △ 824 8,013

前期（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） （単位：百万円）

消去又は
日 本 アジア 欧 米 計 連 結

全社

売 上 高
(1)外部顧客に対する売上高 145,930 4,649 12,250 162,829 162,829

(2)セグメント間の内部売上高 523 2,911 3,434 △ 3,434

計 146,453 7,560 12,250 166,263 △ 3,434 162,829

営 業 費 用 139,424 6,998 11,431 157,853 △ 2,210 155,643

営 業 利 益 7,029 562 819 8,410 △ 1,224 7,186

（注）１．セグメント情報は、「中間連結財務諸表規則」に基づいて作成しております。
２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア：東アジア及び東南アジア諸国
欧 米：米国及びヨーロッパ諸国

３．前中間期は、全セグメントの売上高及び資産の各々の合計額に占める本邦の割合がいずれも
９０％超であるため、記載を省略しております。

（３）海外売上高

当中間期（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） （単位：百万円）

ア ジ ア 欧 米 計

Ⅰ．海 外 売 上 高 2,813 7,341 10,154

Ⅱ．連 結 売 上 高 87,117

Ⅲ．連結売上高に占める
海外売上高の割合 3.2 % 8.4 % 11.6 %

前期（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） （単位：百万円）

ア ジ ア 欧 米 計

Ⅰ．海 外 売 上 高 4,649 12,250 16,899

Ⅱ．連 結 売 上 高 162,829

Ⅲ．連結売上高に占める
海外売上高の割合 2.9 % 7.5 % 10.4 %

（注）１．セグメント情報は、「中間連結財務諸表規則」に基づいて作成しております。
２．各区分に属する主な国又は地域

アジア：東アジア及び東南アジア諸国
欧 米：米国及びヨーロッパ諸国

３．前中間期は、海外売上高が連結売上高の１０％未満であるため、記載を省略しております。
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Ⅵ．生産及び販売の状況Ⅵ．生産及び販売の状況Ⅵ．生産及び販売の状況Ⅵ．生産及び販売の状況

（１）生産実績

当中間期 前中間期 前 期
自平成14年 4月 1日 自平成13年 4月 1日 自平成13年 4月 1日

事業の種類別 至平成14年 9月30日 至平成13年 9月30日 至平成14年 3月31日
セグメントの名称

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
繊維製品及び関連製品 35,522 100.0 37,151 100.0 70,673 100.0

（２）販売実績

当中間期 前中間期 前 期
自平成14年 4月 1日 自平成13年 4月 1日 自平成13年 4月 1日

事業の種類別 至平成14年 9月30日 至平成13年 9月30日 至平成14年 3月31日
セグメントの名称

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
イ ファンデ－ション
ン ・ランジェリ－ 63,296 72.7 62,346 73.0 116,096 71.3
ナ

繊 ｜ ナイトウェア 6,837 7.8 6,448 7.6 12,714 7.8
維 ウ
製 ｴ リトルインナ－ 1,379 1.6 1,312 1.5 2,470 1.5
品 ア

及 小 計 71,512 82.1 70,106 82.1 131,280 80.6
び

アウタ－ウェア
関 ・スポ－ツウェア 5,179 5.9 5,305 6.2 9,588 5.9
連
製 レッグニット 789 0.9 785 0.9 1,777 1.1
品

その他の繊維製品
及び関連製品 1,979 2.3 2,009 2.4 3,793 2.3

計 79,459 91.2 78,205 91.6 146,438 89.9

そ の 他 7,658 8.8 7,169 8.4 16,391 10.1

合 計 87,117 100.0 85,374 100.0 162,829 100.0


